
○市長へ提言「かっちぇて！しまづくり」

○地域よりあいｄｅ「ざっくばらん」

○対馬市ＣＡＴＶ「つしまる通信」を活用した行政情報の発信
→１日１出演（毎週月～金曜日：１日５分程度）

○市長へ提言「かっちぇて！しまづくり」
→年４回の開催

○地域よりあい ｄｅ 「ざっくばらん」
→年５回の開催

№

情報発信の強化と広聴機会の定期的な開催

２月

挑 戦

最優先課題

12月４月

　市政への関心を高めるとともに行政を身近に感じてもらうため、行政情
報の発信を強化します。
　また、市長への提言や意見交換など訪問型スタイルの広聴機会を設け、
市民の声を市政に反映させるため、以下２事業を定期的に開催し、市民協
働のまちづくりを推進します。

つながりづくり

人と人のつながりを守る

［ ］総 務 部

全体
個別

1

平成３０年度

ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル

かっちぇて！し
まづくりの開催

ざっくばらんの
開催

平成３１年３月

総 合 計 画

の 区 分

項 目

組織目標

内 容

指 標
（数値目標）

５月 ６月

市民への情報発
信

７月

達 成 時 期

９月

●●

　第２次対馬市総合計画に掲げる４つの挑戦「ひとづくり」「なりわい
づくり」「つながりづくり」「ふるさとづくり」に基づく市民団体及び
グループからの提言機会です。

８月 10月 １月

●

総 務 課

●●

● ●● ●

11月

01-01

取り組み

　地域づくりの主役である市民の意見を直に伺うため、行政区を対象に
定例的に開催されている地区集会などにおじゃまし、地域づくりなどに
ついて意見交換を行う機会です。

３月

課　名



による取組を促進するとともに、防災・災害対策に取り組む組織的な
体制を整備することにより、安全安心のまちづくりを図ります。

１．自主防災組織活動の促進など地域における防災力の向上

２．防災関係各種マニュアルの作成・改正による防災体制の整備

３．空家対策に関する組織体制の構築

１．自主防災組織の新規結成　３地区

２．災害時職員初動マニュアル、避難勧告等発令ガイドライン、
避難所運営マニュアルおよび業務継続計画の整備

３．空家等対策計画の素案の作成

（骨格版） （完成版）

平成３０年度［ 総 務 部 ］ 組織目標

取り組み ４月

課　名
総 務 課

地 域 安 全 防 災 室

№
総 合 計 画

の 区 分

挑 戦 ふるさとづくり

最優先課題 安全安心のインフラ整備

９月 10月

項 目 安全安心のまちづくりの推進

内 容

指 標
（数値目標）

達 成 時 期 平成３１年３月

ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル

11月 12月 １月 ２月 ３月

自主防災組織の
結成等の支援

５月 ６月 ７月 ８月

災害時職員初動
ﾏﾆｭｱﾙ等の整備

空家等対策計画
の素案の作成

全体 2
個別 01-02

　洪水、豪雨、高潮、地震等の災害に対して、地域住民の自助・共助



平成２９年度健全化判断比率、資
金不足比率及び財務諸表

●

●

●

指 標
（数値目標）

９月 10月 11月

○

平成２９年度下半期及び平成３０
年度上半期予算の執行状況

○ －

平成２９年度財務書類（財務４表） ○

２月１月５月

○

平成２９年度決算 ○ ○

－

４月取り組み

公表項目 ホームページ 市報

● ●

健全な財政運営
の執行

達 成 時 期

３月７月 ８月

○

○

挑 戦

最優先課題

12月

平成３０年度予算概要

６月

対象外

対象外

・市の財政状況や予算・決算などについて、市報・ホームページに
わかりやすい形で掲載し、市の財政状況に関する市民の理解を深め
られるように努めます。

№

ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル

ホームページ及
び広報紙による
財政状況の公表

内 容

わかりやすい予
算概要版の作成
及び配布

統一的基準によ
る財務書類作成

平成３１年３月

●

項 目 健全な財政運営の執行と財政状況のわかりやすい公表

総 合 計 画

の 区 分

組織目標［ ］総 務 部

課　名 財 政 課

全体 3
個別 01-03

平成３０年度

随 時 実 施



・当初発注予定工事公表分（５７件）の入札実施目標

・ 第１四半期 ２１件 ・ 第２四半期 ３２件
・ 第３四半期 ４件 ・ 第４四半期 ０件

項 目 入札・契約の適正化

内 容

入札・契約制度の
検証

５月

指 標
（数値目標）

達 成 時 期

全体 4
個別 01-04

４月 10月

　常に入札契約制度の検証を行い、公正性の確保・客観性・透明性
の向上に努めます。また、現下の経済情勢を考慮し、国・県の動向
と歩調を合わせ、適正な落札率となるよう運用を図ります。
　また、現在の入札参加資格者申請について検証を行い必要に応
じ、改めるよう努めます。
　さらに、業者の格付けについても検証し、必要に応じて改めるよ
う努めます。

・最低制限基礎価格の乗率を建設工事については９０％、コンサル
業務、役務については７５％とすることを継続し適正な落札率とな
るよう運用を図ります。
・現在の入札参加資格者申請について、検証を行い、必要に応じて
改めます。
　また、業者の格付けについても検証し、必要に応じて改めます。

・平成２７年度より入札時に提出を義務づけた工事費内訳書につい
て引き続き制度の周知徹底に努めます。

取り組み 12月６月 ７月

入札参加資格者申
請の検証

業者の格付けの検
証

８月 ９月 ３月

課　名 財 政 課

１月

№
総 合 計 画

の 区 分

挑 戦 対象外

最優先課題

平成３０年度［ 総 務 部 ］ 組織目標

２月11月

対象外

平成３１年　３月

ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル


